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ヨーロッパと北米における9つの都市は、2013～
2017年の間のオリンピック夏季大会および冬季大
会の開催都市への招致をキャンセルした。スイス
のダボス／サンモリッツやドイツのハンブルクと
ミュンヘンは国民投票の消極的な結果に、米国マサ
チューセッツ州のボストンやハンガリーのブタペス
ト、ポーランドのクラコフ、イタリアのローマ、ノ
ルウェイのオスロは地元の政治的抵抗によるもので
ある。米国オリンピック委員会（USOC）は2024年オ
リンピック大会への米国としての登録都市としてボ
ストンを選出したが、地元での論議によってボスト
ンの招致を結果的にキャンセルした。
ボストンは2年間にわたり、2024年オリンピック
大会のために2つの招致計画を展開していた。わた
したちの研究の問いは、一回目の招致計画をめぐる
状況に対して、二回目の招致へのボストンの計画プ
ロセスを取り囲む環境がどのように異なっていたか
ということである。わたしたちはまた、ボストン
2024が二回目の招致を準備する過程で、そのアプ
ローチになぜ、どのような変化が生じたのかについ
ても問いかける。わたしたちは公的な会合での直接
的な観察を用いている。それは、ボストン2024の組
織内での民族誌的な研究であり、ボストン2024ス
タッフや招致に反対する運動家、国際オリンピック
委員会（IOC）のコンサルタントに対してこうした問
いの回答を迫る深層インタビューである。
わたしたちが見出したのは、ボストン2024が二回
目の招致への準備に向けた計画の努力が三つの方向
性へと移行したことである。第一に、ボストン2024
はエリート主導の計画プロセスから多くの利害関係
者を含むものヘと移行した。第二に、ボストン2024
はオリンピック大会のために建設される施設のレガ
シー価値に関する包括的な要求から、地元への具体
的な利益を生み出すような都市におけるマスター・

プラン作成の継続的な努力への協同へと移行した。
第三に、ボストン2024は隠蔽されたオリンピック費
用から透明な予算へと移行した。これら移行のいず
れにおいても、意味のある形で都市計画者を含んで
おらず、ボストンの大多数の利害関係者の支援を勝
ち取るのに効果的ではなかった。
メガ・イベントをめぐる政治的風潮は世界中で実

質的に変化しており、メガ・イベントの招致に関心
を持つ都市は、都市計画者に重要な役割を与えるこ
とでより開かれた方法で計画プロセスに取り掛かる
よう要求されている。わたしたちが推奨することは、
プロセスが十分に参加型であり、予算が透明であり、
費用が超過した場合の納税者への説明責任が明白で
あることを確実にすることによって、地元の利害関
係者の信用と支援を築き上げるために、都市行政が
都市計画者を取り込むことである。わたしたちはま
た、オリンピック大会への招致に関心を示す諸都市
が、全ての招致計画の詳細を公表することを許可し、
費用超過という財政的リスクを共有することに同意
し、国内や国際的な目標よりも地元のレガシー効果
に高い優先順位を与えることに対して、各国のオリ
ンピック委員会とIOCへの圧力をかけることを推奨
している。
以下の節でわたしたちは、オリンピック大会を開

催するためになぜ、どのように都市が招致するのか
を記述し、招致プロセスに共通する問題―これは
時折「メガ・イベント症候群」と呼ばれる―を探求
する。次に、わたしたちは2024年オリンピック大会
の開催に対するボストン招致の歴史を議論する。そ
の後、わたしたちはボストン2024が最初の招致をめ
ぐる公的な不承認の後、二回目の招致である「招致
2.0」を展開する方法をどのように、なぜ変化させた
のかについて説明する。最後の節で、わたしたちの
結論をまとめ、わたしたちの勧告についての理論的
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根拠を示す。

オリンピック大会の招致計画

招致都市は通常、IOCの広範な要求に応えた招致
計画を提出する。完全な招致文書は数百ページに
わたり、IOCがその都市を開催都市に決定した後、
IOCと開催都市の間との契約に移行する。各都市は
まず、自国のオリンピック委員会、米国の場合は米
国オリンピック委員会に対して事前の招致計画を
提出しなければならない。招致都市がIOCに招致計
画を提出する1年前に、米国オリンピック委員会は
IOCに招致計画を提出することができる都市を米国
から1つ選出することになる。それは大会開催のお
よそ10年前ということになる。

IOCの契約は開催都市政府に対して、大会が招致
文書の詳細に基づいて実施され、全ての費用超過お
よびオリンピック収益の不足分を賄う保障をはっき
りと要求している。これらの要求は開催都市政府と
結果的にはその地元納税者に対して重大な財政的な
リスクを強いることになる。
招致支持者は、大会を招致する都市が地元統治
の専門知識を構築し（Benneworth & Dauncey, 2010）、
土地への投資の触媒となり（Baade & Sanderson, 
2012）、都市開発の形成に関心を持つ地元の連合を
組織する（Lauermann, 2016bおよびOliver, 2014のレ
ビューを参照）ことができると主張する。しかしな
がら、メガ・イベントを招致する都市の多くの地元
の利害関係者は、招致連合組織の構成や、先見的で
ユートピア的アジェンダに焦点を合わせた招致計画
の傾向、費用超過や収益不足の不確実性に挑戦する
ことで、こうしたイベントを招致する価値にますま
す疑問を持つようになってきた。
まず、ある都市政府は典型的に、それは広範で多
様ではあるが、官民連携を通じて招致計画連合組織
を主導する。招致計画連合組織は多様な地元の利害
関係者を除外し、一方でIOC助言者やメガ・イベン
トの国際的なコンサルタント、以前のオリンピック
委員会のスタッフ、そしてオリンピックのメダリス
トのようなグローバル・エリートと同様に、博愛主
義者や政府職員、地元財界の代表、地主のコミュ
ニティを組み入れる（Hall, 2006; Zhang & Wu, 2008）。
この連合組織の主要なメンバーは、その関心を過剰
に表現し（Müller, 2016）、招致計画のプロセスをすっ
飛ばす（Hautbois, Parent, & Seguin, 2012）。政府と民
間企業の連合組織は、地元の開発プロジェクトに対

する国際的な注意と財源を引き出すために招致を利
用する、「メガ・イベント戦略」を採用することにな
る（Burbank, Andranovich & Heying, 2001）。よって、
招致は政治的正当性を失うことになる（Bramwell, 
1997）。米国の招致は歴史的に官民連携に依存して
おり、収益を生み出すことと公共支出を最小化する
ことに集中してきた（Andranovich & Burbank, 2011）。
第二に、招致計画は先見的な傾向を反映しがちで

ある。なぜならば、メガ・イベントはパラダイム転
換を起こすスケールでの都市変容の機会を提供する
からである。招致計画それ自体は、都市空間を再開
発する触媒となり（Chalkley & Essex, 1999）、既存の
計画アジェンダを設計し直し（Searle, 2012）、戦略的
計画で提示された個々のプロジェクトを発展させる
ことができ（Bilsel & Zelef, 2011）、都市再生プロセ
スに拍車をかけ（Smith, 2012）、土地への投資を動員
することができる（Oliver, 2014）。過去20年間の夏季
オリンピック大会における平均的な招致は、土地へ
の投資（スタジアム、選手村、メディア・センター、
交通計画）で10.7億ドルの価値を約束し、財政的な
巨大化へと向かう傾向にある（Preuss, 2004）。各都
市はお互いにより大きく、より巨額な計画へと高い
値をつけることになる1）。招致計画はまた、メガ・
イベント計画を都市の革新技術（Kassens-Noor & 
Fukushige, 2016）や図像的な都市デザイン（Viehoff & 
Poynter, 2016）と結び付け、複数のレガシーを変容
させる機会としてもみることができる。この未来都
市への視野は、投機的なものであると同時に危険を
伴うものであり、ユートピア的なオリンピック計画
とその都市の未来に関する地元のヴィジョンの間の
衝突をもたらすために（Kassens-Noor, 2016）、公的
な参加を最小限にすることがある（Mowatt & Travis, 
2015）。
第三に、招致計画は歴史的に地元の納税者に対す

る財政的なリスクを看過してきた。オリンピック大
会はリスクの過小評価（Jennings, 2012）および過度に
楽観的な費用の見積もり（Zimbalist, 2015）のために、
費用超過の蔓延を経験してきた。1960年以降のオリ
ンピックにおける費用超過は、平均で156％に及ぶ
（Flyvbjerg, Budzier, & Steward, 2016）。慣例的に超過
はしない（1という数字）ことを公約し、1より大きい
数字を伝えることは「回転と公然な嘘との間の細い
線を踏む」（Flyvbjerg et al., 2016, p.2）ことを意味し
た。過度に楽観的な財務評価は、正式な開催契約へ
と引き渡され、機会の費用について、あるいは都市
がIOCとの契約を完全に受け入れるべきかどうかを
公的に議論することなしに問題含みの予算は確定し
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てしまう。
Müller（2015）は、過剰に約束された利益、過少評
価された費用、全ての財政的リスクを公共部門が賄
うという要求、計画プロセスをエリートたちが抱え
込むことを許すこと、そして通常の計画プロセスを
すっ飛ばすことなどの問題を「メガ・イベント症候
群」と呼んだ。
世界中の都市の首長や多様な利害関係者は、こう
した問題への対応のなかで、メガ・イベントを招
致する価値を再考するようになっている（Stewart & 
Rayner, 2016）。オリンピックを招致する都市は、招
致に対して完全に反対する反オリンピック・キャン
ペーンに直面することが多くなり、有権者はます
ます招致の公約に懐疑的になっている（Lauermann, 
2016a）。しかしながら、反オリンピック活動家たち
は歴史的に、契約が署名され、建設が始まった後に
集結する（Boykoff, 2014）。
ここでわたしたちは、メガ・イベントをめぐる国
際的な政治的風潮が、2024年夏季大会のためのボス
トン招致計画に対してどのような影響を及ぼしたの
かを分析する。わたしたちはメガ・イベントの招致
主体の以下のような傾向を分析する。

• メガ・イベント招致のためのエリート主導の連
合組織づくり

• 壮大な計画を強調する先見的でいまだ包括的な
計画アジェンダの採用

• 地元納税者に対して費用超過と収益不足という
財政的リスクを低く見積もる予算戦略の使用
メガ・イベント計画を研究する研究者は、多様
な定性的・定量的方法を用い、競技大会を招致す
る都市における事例研究同士を結びつける。一般
的な方法としては、招致文書や記録の内容分析（例
えば、Gold & Gold, 2016; Lauermann, 2016b）、計画
プロセスに関わる個人へのインタビュー（例えば、
Bellas & Oliver, 2016; Grabher & Thiel, 2015）、地元住
民への調査（例えば、Hiller & Wanner, 2016; Müller & 
Stewart, 2016）などが含まれる。わたしたちの研究
では、いくつかの同様の技術―インタビューや調
査―を採用しているが、あまり一般的でない方法
―民族誌―を使用しており、それらを結び付け
て、新しい方法で最新の知識に貢献する。

2024 オリンピックへのボストン計画

ボストンのオリンピック招致は2013年に始まる。
それはマサチューセッツ州議会が「州で夏季オリン

ピックを開催する実行可能性を検討する特別委員
会」への資金を割り当てた時だった。この委員会は
経済的インパクトが招致費用を正当化できるかどう
かの問題に対しては中立を保ったが、ボストン2024
オリンピックが実行可能かどうかを2014年2月まで
に判断する必要があった（Commission, 2014）。この
委員会は2014年1月にボストン2024共同株式会社に
移行し、「ボストン2024」と呼ばれるようになった。
それは、ボストン市長のマーティ・ウォルシュが
2024年オリンピック大会の招致申し込みの進展に責
任を持つ私的な非営利団体だった。ボストン2024
は、オリンピック選手や地元の実業家、選出された
政府職員を含む50人以上の役員会であった。その役
員とボストン2024の最高経営責任者（CEO）は32人の
スタッフを雇い、任命した。
ボストン2024は米国オリンピック委員会に対し

て、最初の招致計画である「招致1.0」を2014年12月
1日に提出し、2024年オリンピック大会への招致を
表明する米国都市の一つとなった。ボストン2024は
招致1.0を2015年1月に公表した。それは米国オリン
ピック委員会が米国のオリンピック候補都市とし
て、ボストンを選出した後だった。招致1.0は最小
限の公的資金を要求するメガ・イベント計画モデル
を提案していた。地元の大学キャンパスにある既存
施設を使い、わずかな数の仮設施設を建設すること
を提案していた（それで十分かどうかについては最
初から重要な議論があったが）。招致1.0は、競技施
設の立地一覧や移動時間、予算の詳細といった米国
オリンピック委員会の一般的な質問に対する回答を
提示していた。

2つの反対キャンペーン―ノー・ボストン2024
とノー・ボストン・オリンピック―が招致1.0計画
プロセスの期間に生まれている。それらは計画プロ
セスから除外された多くの利害関係者を代弁してい
た。反対者たちは招致1.0の公表から間もなく集結し、
当初の招致計画における透明性の欠如、オリンピッ
ク開催に必要な費用、費用が超過し収益が不足した
場合の納税者のリスクに対して苦情をあげた。
ボストン市は、2015年6月までにボストン2024が

第二の招致計画へと発展させた「招致2.0」を策定す
ることで、透明性の欠如という批判に応えた。市は
2015年の1月から6月にかけて、この話題に関する9
回の公的会合を開催した。ボストン2024自体は同じ
期間にマサチューセッツ州内で追加の20回の会合を
組織し、招致1.0へのフィードバックを要請し、招
致2.0への公的なインプットを模索した。しかしな
がら、ボストン2024のスタッフは複数の会合で同じ
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パワーポイントの資料を映し出し、厳格に管理され
た形式でしか聴衆からの質問を受け入れなかった。
よって、同じような意見しか集められなかった2)。
ボストン2024は2015年6月29日に、招致計画の第二
版である招致2.0を公表した。招致2.0は、オリンピッ
ク計画プロセスの詳細を示し、オリンピックの収益
とリスクの可能性を列記したもので、南ボストンの
ローカルな経済発展にテコ入れするものだと誇大に
強調した。
ボストン2024はIOCの提案に即座に応じ、招致2.0
を招致2.1として2016年1月に改定した。ボストン
2024は2016年いっぱい継続する予定で一連のハッ
カソンを計画し、州全体でシャレットを準備した3)。
しかしながら、ボストン市長のマーティ・ウォルシュ
はIOCとの契約に署名することを拒否し、2015年7
月27日に招致に対する自治体による資金提供を取り
下げた。米国オリンピック委員会は市長の声明後ま
もなく、米国の開催都市の候補地としてのボストン
選出を取り消した。ボストン2024は2015年8月21日
に存在を停止した。表1はボストンの招致を時系列
にまとめたものである。

ボストンにおける政治的風潮の移行を考察す
る

わたしたちは2013年12月の当初から2015年8月の
最後まで、2つの特別な研究上の問いを用意して、
ボストン2024の招致を追跡した。わたしたちは分析
に深みを与えるため、長期の事例研究と三角形をな
す3つの研究手法を組み合わせたものを使用してい
る。わたしたちの事例研究のデータは、招致計画の
プロセスに多様な見方を提供している。第一著者は
ボストン2024のレガシーと予算計画プロセス、地元
の利害関係者がどの程度ボストン2024の招致プロセ
スに関わっているかを考察するため、2015年の夏季
3ヶ月間、ボストン2024のフルタイムのスタッフと
して働く傍ら、民族誌的研究を行った。民族誌と
は、調査者が観察される文化の参与観察者となるこ
とで、その文化内の個人の行動を研究する定性的な
研究手法である（Murchison, 2010）。
第二著者は、いくつかの団体によって開催された

15の公的な会合に参加し、この問題を多様な角度か
ら調査し、その内容を記録し、印象記を続け、参加
者と非公式な会話をした。

表1　2024オリンピック大会へのボストン（マサチューセッツ州）招致の年表
オリンピック計画の特徴 日付 出来事
招致1.0計画

• 公的資金の投入な
しのエリート計画

• 包括的で曖昧なレ
ガシーの約束

• 隠蔽された予算

2013/2/1 米国オリンピック委員会は2024年オリンピックを招致する35の都市を推進した
2014/1/24 ボストン2024はマサチューセッツ州内の非営利団体として登録された
2014/2/27 特別委員会が2024年ボストンオリンピックの実行可能性に関する報告を公表する
～ 2014/3/1 ボストン市長のウォルシュは招致1.0を作成するボストン2024の責任者となった
2014/10/9 市長ウォルシュはボストン2030年計画に関する最初の報告書を公表する
2014/12/1 ボストン2024が米国オリンピック委員会に招致1.0を提示する
2015/1/8 米国オリンピック委員会はボストンを2024年オリンピックへの公式な米国の候補都市として選出する
2015/1/8 マサチューセッツ州の知事がデヴァル・パトリックに代わってチャーリー・ベーカーが就任する
2015/1/14 ノー・ボストン・オリンピックが最初の公的会合を開催する
2015/1/21 ボストン2024が招致1.0の改訂版を公表する

招致2.0計画

• 公的な会合にいく
人かの利害関係者
を含むが、私的な
会合ではほとんど
含まれていない

• 近隣住民のための
レガシー

• 透明な予算

2015/1/23 リッチ・デイビーがボストン2024の最高経営責任者としてダン・オコナーと交代する
～ 2015/3/1 ボストン市長のウォルシュは招致2.0を作成するボストン2024の責任者となった
2015/3/18 地元コミュニティの財団法人がボストン2024の大会インパクトを積極的に評価する
2015/3/24 ボストン2024は2016年12月に行われる州レベルの住民投票に同意した
2015/4/17 市長ウォルシュがオリンピック計画の事務所を設立する
2015/5/21 スティーヴ・パグルイカがジョン・フィッシュに代わってボストン2024の議長になる
2015/6/29 ボストン2024が招致2.0を公表する
2015/7/23 フォックス25とボストン・グローブ・オリンピックが論争を行う
2015/7/25 ボストン2024は改訂前の招致1.0を公表する

ボストンの招致の終焉 2015/7/27 市長ウォルシュはIOCとの契約に署名しないと公言する
2015/7/27 市長ウォルシュと米国オリンピック委員会のブラックマンはボストンのオリンピック招致を取り下げる
2015/8/21 ボストン2024の存在が停止する

2015/9/15 米国オリンピック委員会はロサンゼルス（カリフォルニア州）をIOCに対する2024年オリンピック招致
都市として指名する

2015/9/18 ブラトル・グループがボストンのオリンピック招致に関する経済報告書を公表する
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わたしたちはまた、ボストン2024のスタッフやそ
のコンサルタント、米国オリンピック委員会とIOC
の連絡係、招致に反対する団体の主導者を含む反オ
リンピック活動家など34人にインタビューを行い、
かれらにボストンの招致が行われている期間の政治
的風潮について思うところを尋ね、記録した。イン
タビューは、ボストン2024の戦略的目標やその公的
関与の手段、レガシー計画、予算開発、招致の3つ
のバージョン全てにおけるボストン2024の意思決定
と計画のプロセスなど主要な計画機能に関する全て
の論点に及んだ4)。
わたしたちは、利害関係者が自らのキャンペーン
をいかに行っているか、招致に関連する収益、費用、
リスクに関する政治的メッセージをかれらがいかに
展開し、広めるかを考察するために、インタビュー
の回答に対して内容分析を利用した。わたしたちは、
全てのインタビュー対象者に標準的な質問を用いる
のではなく、個々の対象者に特別な質問を用意した。
わたしたち各々は、自らが行うインタビューを分析
するために、文献調査によって得られた新しいコー
ド化を使用した（Stuckey, 2015に従って）。わたした
ちは共同して軸状のコード化システムを開発した。
それはインタビューの録音を変換し、意見が一致す
る軸状のコード化システムに従って他人の録音を記
録することができる（Corbin & Strauss, 2008）。わた
したちはコード化において意見が一致しない場合に
ついて議論をし、解決をした。
これらの手法は、客観性、再現性、わたしたちが
認識し準備しようとしている倫理的な問題に関連す
る潜在的な問題がある。わたしたちは「専門的付録」5)

でその詳細を提供している。わたしたちのアプロー
チに残された弱点は、インタビューを実施した個人
のサンプルが比較的小さく、単一の事例研究だとい
うことである。

ボストンのオリンピック招致1.0を計画する：
エリート主導、隠蔽された予算、長期的イン
パクトへの包括的公約

ボストン2024は、招致1.0の準備に参加する決定
をしていた地元のエリートによって支援された。そ
こでは、何の公的会合も行われず、この組織がその
他の多くの利害関係者からどんな情報提供を求めて
いるかについても何の根拠もなかった。サフォーク
建設の最高経営責任者であるジョン・フィッシュ
およびマサチューセッツ州の前知事であるデヴァ

ル・パトリックがボストンの招致1.0の主導者であっ
た。ボストン2024のスタッフの一人は、フィッシュ
を「ハリケーンのようだ」と描写した。「全員を統制
して動員し、招致を一手に推し進めた」。パトリッ
クとフィッシュはかれらの従業員に、自己宣言した
「オリンピック計画者」として、ボストン2024スタッ
フへの強力な立場を与えた。例えば、ボストン2024
のマスター・プラン作成における最高責任者は、ボ
ストン2024に加わる前にサフォークで主導的な役割
を持っていた。さらにわたしたちの民族誌的調査に
よって、招致1.0の時のボストン2024のスタッフの
ほとんどが、専門知識を使って専門的ボランティア
活動を行いオリンピック招致の計画をしていたサ
フォーク建設の従業員であることが分かっている。
それよりは相対的に小人数だが、ボストン2024のス
タッフのもう一つの集団として、前知事パトリック
の下で働いていた人たちについても確認している。
スタッフの一人は、政界エリートと密接な関係のあ
るボストン2024のスタッフについて、「ボストン市
民の間ではよく知られ、信用も厚い人物。かれらは
招致の政治的支援のために集まっている」と述べて
いる。ボストン2024は地元の近隣団体や都市計画団
体、あるいはボストンの地域計画有志団体のいかな
る代表も含んでいない。ボストン2024はまた、招致
1.0の期間において、スタッフとして都市計画、ま
ちづくり、地域計画の訓練を受けた人物を誰も含ん
でいない。
招致1.0にとって、こうした財界と州政府関係者

の集団が不可欠だったのは、ボストン2024が7,500
万ドルまで費用を増加させなければならなかったか
らである（Boston 2024 Partnership, 2015a）。スタッフ
の給料や旅費、招致計画のためのコンサルタント費
用などを支払わなければならないが、地元政府に
よって実施されるサービスと同様に、民間企業から
寄付される重要なスタッフの時間、サービス、備品
をも要求している、ということをかれらは知ってい
た。
ボストン2024が招致1.0の準備中に公的会合を開
催せず、多くの利害関係者と関わらなかったのは2
つの理由がある。第一に、わたしたちのインタビュー
対象者は、ボストン2024のスタッフがその革新的な
考えを他の競争都市が複製することを許さないため
に、重要な情報が流出することを恐れていたと証言
している。「わたしたちは多くの詳細を大衆と共有
することはできない。それは国内外の競争に勝ち抜
くわたしたちのチャンスを危うくするかもしれな
い。」と、ボストン2024のスタッフは説明した。第二
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に、真似をしようとする他の都市に考え方が漏れ出
すことを防ぐために、米国オリンピック委員会が
はっきりとボストンに対して幅広い多様な団体と計
画について話をすることを禁じている、ともスタッ
フは語っている。「わたしたちは米国オリンピック
委員会と親子関係にある。かれらはわたしたちに何
をすべきか、そしてそこから逸脱しようものなら米
国オリンピック委員会はIOCに対する米国としての
ボストンの登録を撤回すると脅していた」。
ボストン2024は招致1.0のなかで、経済発展を刺

激し、雇用を創出し、交通への投資を促進し、立地
を計画している近隣に対してオリンピック・スタジ
アムを引き渡すという、曖昧で包括的な公約をして
いる（Boston 2024 Partnership, 2015a）が、オリンピッ
クのレガシー目標と地元の都市開発のそれとは大き
く乖離している。ボストン2024は、既存のスポーツ
施設を用い、仮設施設の建設には公共空間や大学が
所有する空間を活用し、恒久的な施設の建設には大
部分が公的に入手可能な土地を活用することで、オ
リンピック関連施設が半径5マイル内に収まるよう
に選出している。複数のスタッフは、ボストンが米
国オリンピック委員会の招致を勝ち取ったのは曖昧
な公約と選手へのレガシー計画によるものであり、
そこでのオリンピック運動はボストンのよく知ら
れた世界水準の健康と教育システムを基礎としてい
る、と断言していた。「わたしたちはオリンピック
選手のためのナショナル・プログラムや生命科学を
パラリンピック選手に結びつける高等教育及び雇用
を作り出した。そこでは、学術的な教科課程におい
て未来の世代がスポーツを学び、オリンピック・
ブランドを守りながらオリンピックの伝統を修復す
る」。ボストン2024の最高経営責任者およびある最
高責任者は、こうしたレガシーの公約は米国オリ
ンピック委員会（そして最終的にはIOCが）がボスト
ンを選出する確証を意味している、と説明してい
る。招致1.0のために働いていたこの財界と政界の
エリートたちは、米国オリンピック委員会が第一に
オリンピック・レガシーを配慮し、地元の発展目標
ではないと信じていた。かれらは、招致に勝つため
にはボストンに元々ある教育と医療の強みを強調す
ることが最善であり、ボストンの地元の必要に競技
大会が応える能力を強調することではないと感じて
いた。
ボストン2024は定期的に、裕福な個人や地元の経
営指導者を私的な資金提供者の会合に招き、最新の
招致提案書を提示し、招致計画への資金的な貢献（ス
タッフの給料、旅費、事務的設備など）について尋

ねていた。招致1.0を見せられたある潜在的な資金
提供者は、招致計画の包括的なレガシー公約に不満
を抱いていた。ある潜在的資金提供者は会合中にボ
ストン2024の指導者層を前に、次のように言った。
「わたしたちボストンは最高の健康ケアシステムと
最高の教育システムを持っており、失業率はこの国
で最低だ。なぜわたしたちにオリンピックが必要な
のだ？」指導者層は満足のいく返答はできず、その
潜在的資金提供者は足早のその場を立ち去った。
招致1.0は47億ドルの収支バランスを提示してい
る（Boston 2024 Partnership, 2015a）。それは、ほとん
ど詳細を含んでおらず、ボストンの納税者がオリン
ピック費用の超過や収益不足に対してそれを補わな
ければならないことには言及していない。活動家や
ジャーナリストたちは招致1.0が詳細を欠如してい
ることに疑義を呈し、ボストン2024が2014年12月に
米国オリンピック委員会に対して詳細の予算を提示
したという公的な記録を用いたが、2015年1月にそ
の改訂版を公表しただけだった。市長のウォルシュ
は対立する政党からの保留されている召喚状を恐
れ、2015年7月にボストン2024に対して未編集の版
を公表するように求めた。未編集の版は、より詳細
な費用の見積もりと公的な基金を工面するための計
画が含まれていた。それは、公的基金を用いずに大
会を開催するというボストン2024が繰り返していた
公約とまさに矛盾するものだった。オリンピックに
かかる真の費用や公的基金の必要性の故意なる隠蔽
は、元々大会自体には賛成でも、招致1.0や新たな
招致案に反対していた地元の利害関係者を説得する
ためだった。
招致1.0の準備段階にメンバーだった財界および

政界エリートたちが地元の利害関係者に詳細な予算
を故意に隠蔽していたのは3つの理由による。第一
に、予算情報を公表することは、オリンピックへの
立候補者たちが不動産や建設契約に対して最安値の
費用オプションを交渉する際に競争的な不利益にな
るからである。第二に、ボストン2024のスタッフは、
詳細な予算情報を公表することが、ボストンおよび
米国を競争的な不利に陥らせるために、米国オリン
ピック委員会がそのことを禁止していると信じてい
たからである。第三に、オリンピック関連の建設計
画が歴史的に費用超過となり、開催都市は超過費用
を補うことに同意しなければならないことをエリー
トたちは知っていたからである。ボストン2024のス
タッフは、招致1.0の予算を公表することが、オリ
ンピックへの投資がそのインパクトに値するもので
あることを住民に納得してもらう時間が十分でない
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ということを恐れていた。
招致への反対者やいく人かの地元利害関係者は、
実際に費用を正当化する収益を得られるかどうかに
注目していた。かつて、オリンピックのプロジェク
トが予算を使い果たし、さらに必要とするようなも
のとして知られている、主要なプロジェクトから始
まるロバート・モーゼス的戦略（Caro, 1974）をボス
トン2024が試しているのではないかと感じていた。
招致1.0の公表後、活動家たちは数ヶ月にわたる公
的会合でボストンの納税者たちからIOCに支払いが
可能なように、巨大な段ボールで作った空白の小切
手を掲げていた。予算に関する危機は、公的会合が
開催された期間中、最も重要な議論の的となった。

2015年1月8日、米国オリンピック委員会は2024年
オリンピック大会の開催都市としてボストンを選出
し、国際コンペに登録した。このことはボストン
2024や住民、反オリンピック活動家たちを驚かせた。
スタッフの一人は、米国オリンピック委員会がその
決定を読み上げた時の感動的瞬間を以下のように述
べている。「それは招致活動の最高の瞬間だった。
それは私を打ち抜いた。「おークソッ。これから本
当の仕事が始まるんだ」」。ボストン2024のマスター・
プランの最高責任者は、「わたしたちは米国オリン
ピック委員会に希望を与えた。今わたしたちはその
希望を形にしなければならない。」と語った。端的に、
招致1.0には3つの主要な問題があった。

• 招致計画は無数の利害関係者を排除し、財界と
地主のエリートによって主導された。

• 招致1.0は包括的であいまいなレガシーを公約
している。

• ボストン2024は招致1.0の予算を利害関係者か
ら隠し、予算の未処理部分を公表した際にかれ
らの信用を失った。

ボストン・オリンピック招致 2.0を計画する：
利害関係者のインプット、地元開発の公約、
透明な予算

2015年の最初の2ヶ月間、ボストンは透明さに関
するスキャンダルと戦い、地元の反対者に付きまと
われながら、国際的に好まれた候補都市としての
先頭走者となることから始めた（Koczela & Morris, 
2015; Zirin, 2014）。米国オリンピック委員会がボス
トンの選出を公表した1週間以内に組織された最初
の公的会合（2015年1月14日）の際に、招致反対者が
国内メディア報道を集めた。2015年3月に市長のウォ

ルシュは、長期的な地元のレガシーについての仕様
を満たすオリンピック・スタジアムや施設の最新の
配置計画を含む二番目の招致計画を準備し、オリン
ピック招致が成功した際にマサチューセッツ州の納
税者が納税をしてくれるような詳細な予算を作成す
ることをボストン2024に課し、地元の利害関係者の
要求に応えるようにした。
ボストン2024は2015年6月29日に招致2.0を公表し

た。ボストン2024は招致1.0を作成した際のエリー
ト主導のプロセスから、招致2.0のための公的な意
見をより取り込んだ3部からなる計画プロセスへの
移行を試みた。第一に、ボストン2024の取締役会
は、ボストン2024の会長であるフィッシュを含む招
致1.0の数人の主導者に対し、かれらが「公的な信用」
を失ったがゆえに辞任することを求めた。第二に、
ボストン2024は一連の会合を組織し、市長の事務所
によって組織された会合に参加することで、招致2.0
を作成する際の米国オリンピック委員会の方針から
それることとなった。多数の利害関係者や関連団
体を招き、招致1.0を閲覧させ、意見をしてもらい、
招致2.0に対する提案を提供してもらった。第三に、
ボストン2024は招致2.0の計画期間に、新しい公的
なかかわりを持つチームのためのスタッフを多く雇
用した。しかしながら、このプロセスは実際には次
期知事のチャーリー・ベイカーの政権ではなく、退
任する知事パトリックとの結びつきを強くしたもの
だった。
ボストン2024の新しい公的なかかわりを持つス

タッフは、オリンピックを支持する地元の運動を立
ち上げ、ボランティアを採用し、公的会合の際に
地元の利害関係者に対して、招致1.0と招致2.0の考
え方を説明した。しかしながら、こうした会合はう
まくはいかなかった。あるスタッフは、彼が実質的
には「怒っている住民の前に立たされ、罵倒された」
と語っている。他のスタッフは彼の初めての説明会
の経験を「火のなかでの出産」のようなものだったと
いった。ボストン2024のスタッフは、招致を支持す
る利害関係者とのみ関わるのではなく、私的な会合
で建設的な批判を用意してきた利害関係者とも関わ
ることとなったのだ。ボストン2024の国際戦略の最
高責任者は、ボストン2024が秘密主義で傲慢である
と批判したことを理由に、州のコンサルタント協会
の計画者2名を招致2.0のためのブレインストーミン
グ部会への参加から排除したことによって、その問
題を強調した。2015年6月にボストン2024に加わっ
たある都市計画者は、彼女が招致2.0オリンピック
計画の作成に多くの利害関係者を参加させるように
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提案した際に、ボストン2024のスタッフに強く反対
された経験をしている。
ボストン2024のスタッフは招致1.0計画の時より

も多様な利害関係者と関与することを望んでいる
が、利害関係者に対して、ボストンが招致すべきか
どうかは聞けずにおり、今日の風潮のなかで招致2.0
のプロセスに有意義な形で利害関係者を取り込むこ
ともできていない。公的な関与は、プロセスのなか
ですでに遅すぎ、また実質的なものとは思われな
い。なぜなら、多くの利害関係者は招致2.0計画に
役立てるとは実際に確信していないからである。あ
るノー・ボストン2024のメンバーは以下のように記
している。

新たな参加という努力は表面的だった。会話は、
わたしたちは招致すべきでないといっているのに、
どのように招致すべきかなどと返す、そんな感じ
だった。それがわたしたちをそのプロセスから締
め出すことを意味するのなら…かれら（ボストン
2024）は何かする前に市民に話すとは思えない。市
民にまず話をするということは本当に簡単なのに。
許可ではなく許しを請うということはよい戦略と
は思えないが、それがボストン2024の戦略なのだ。

2015年3月、2016年12月のIOCへの最終通達まで
にボストンがオリンピック招致をすべきかどうか住
民に決定させるための市民投票を2016年11月に行う
ことに合意することで、ボストン2024はこの批判に
応えている。
ボストン2024は、長年にわたる地元の問題を解決
すると約束する詳細なレガシーによって、招致1.0
の批判に臨もうとしている。招致2.0ではオリンピッ
ク開発の地元への価値を説明し、包括的な公約を避
けようとしている。ボストン2024は、オリンピック
開発計画をボストンで進行中のマスター・プランの
プロセスと結びつけることで、地元のレガシー要求
に対処すようとする方法を特定した。ボストンの最
初の総合マスター・プランである『2030年のボスト
ンを想像する』は1965年から更新されたものである
（City of Boston, 2015）。ボストン2024は、オリンピッ
ク招致プロセスと平行して、オリンピック開発とボ
ストンの進行中マスター・プランのプロセスにおけ
る都市開発とを結びつける構想を進めた。しかしな
がら、活動家たちは定期的に公的な会合で懸念を示
し、オリンピック招致とマスター・プランとの結び
つけが後者への優位性を歪め、オリンピックがボス
トンの長期計画のプロセスを取り込むことを許容す
るものだと発言している。市長のウォルシュは2015
年4月にこうした懸念に対し、2人のボストン都市計

画者をボストン2024のスタッフと一緒に働かせるこ
とで課題に対応した。しかし、わたしたちの日常的
な観察は、この2人の都市計画者が招致2.0のプロセ
スにおいて、相談役やチェック役、市長ウォルシュ
との連絡役として働いていたにすぎず、招致2.0計
画プロセスに影響を及ぼすような職業的技能を使う
ことはできなかったことを明らかにしている。
反招致の活動家、ボストン市職員、州知事のベイ

カーは、招致2.0が詳細な予算、および地元の納税
者に対する潜在的な財政的リスク評価を含んでいる
かどうかを尋ねた。ボストン2024は、予算やオリン
ピック関連費用を隠蔽していた状況からより透明
性のある予算へと移行することを遵守した。招致
2.0は、計画が必要かどうかを既に計画されている
か、あるいは政府機関によって予算化されているか
によって判断し、必要なインフラストラクチャー
計画の費用を詳細なドル建て費用でバランスの取
れた、私的な財源による4.8兆ドルを最終的に提示
している（Boston 2024 Partnership, 2015b）。ボストン
2024はまた、128百万ドルを「納税者としてのわたし
たちが支払うことのできる最悪のシナリオに対応し
た総合的保険パッケージ」（2015年7月1日の公的会
合でのボストン2024最高経営責任者の発言）に用い
ることも公約した。しかし、ノー・ボストン・オリ
ンピックの共同議長は2015年5月18日に公的な会合
で、これまでのアメリカの招致都市は納税者に潜在
的な費用超過に対して十分に保障してこなかったと
主張し、ボストン2024もボストン市民に対して同様
の財政的リスクに対して保障できないだろうと暗示
した。ボストン2024の機密性は、招致1.0予算に故
意に隠蔽された箇所があったのに対し、招致2.0予
算に関する議論を最終的に含むようになった。例
えば、反招致活動家たちは、招致2.0に関する地元
テレビでのディベート番組で招致1.0予算を「酔っぱ
らったふり」と疑義を呈したスポーツ経済学者のア
ンドリュー・ジンバリスト（Zimbalist 2015）を取り
込んでいる（FOX 25 & Boston Globe , 2015）。
知事のベイカーは、独立したコンサルタントの

チームであるブラトル・グループを創設し、招致2.0
に含まれる経済的利益と損失の最終的な疑いについ
て調査をさせた。The Brattle Group（2015）はボスト
ン2024が施設建設の費用を970百万ドルとして過小
評価していると結論付けた。この調査はボストンの
招致が中断された2週間後に公表されているが、招
致反対者たちが招致に対して積極的に反対している
ことの正しさを確証することに寄与した。
要するに、招致2.0は2015年6月29日の時点で形式
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的な不備があり、3つの問題を抱えているといえる。
ボストン2024は多くの利害関係者の意見をイン

プットとしてのみ許可し、ボストン・オリンピック
招致の考えを支持する利害関係者のみと意義のある
関係を結ぶ。スタッフの都市計画者は実質的な公共
参加の増加には何も影響を与えない。
招致2.0は、公約とは逆に、地域の開発計画を支
持したり、地域の特殊な必要に応じたりする地元の
レガシーはほとんどない。
招致1.0予算における諸問題は、招致2.0計画にも
影を落としている。招致2.0のプロセスは、オリン
ピックを開催する際の財政的なリスクを受け入れる
のに十分な地元のレガシーを提供することを多くの
利害関係者や地元の職員に確約することができな
い。多くの利害関係者はリスクが過小評価されてい
ると感じている。

ボストンのオリンピック招致の終焉

地元の反対の大きさにもかかわらず、ボストン
2024は米国オリンピック委員会が2024年オリンピッ
ク大会への国内候補都市としてボストンを後ろ盾し
続けるだろうと仮定していた。2016年1月のIOCの
国際コンペに正式に登録されることを期待して、ス
タッフは招致2.0を招致2.1へと改訂するプロセスを
開始していた。
しかしながら、ボストン2024のオリンピック招致
は2015年7月27日に失敗に終わった。ボストン2024
最高経営責任者のリッチ・デイビーは、米国オリン
ピック委員会がボストンの招致を終了する決断をし
たことをスタッフに伝えるため、緊急のミーティン
グにスタッフを呼び出した。わたしたちのある情報
提供者は、米国オリンピック委員会がボストンの招
致は2024年オリンピック大会の国際コンペに勝利す
る可能性を信じていなかったと語った。なぜならば、
米国オリンピック委員会のブラックマンはボストン
2024が「2024年オリンピック・パラリンピック競技
大会の開催に関してボストン市民の大多数の支持を
得ることはできない」（Blackmun 2015, p.1）と示唆
していたからである。しかしながら、ボストン以前
の米国の多くの招致都市で働いていたあるコンサル
タントは、ボストン2024の「公的資金を使わない」と
いう当初の公約は「重要な過ちである」と確信してい
た。彼は「このような公約をした候補都市は今まで
なかった」と述べた。

メガ・イベントに対する政治的風潮の変化に
おける計画者の役割

オリンピック競技大会のようなメガ・イベントの
招致は計画の大きな演習である。招致計画は歴史的
にエリート主導で、先見的だが包括的なアジェンダ
を宣伝し、候補都市が受け入れるべき重要な財政的
リスクを看過する傾向にある。政治的風潮の移行は
こうした傾向に直面し、世界中のいくつかの都市は
地元の多様な利害関係者からの重要な押し戻しへの
対応として、オリンピック招致をキャンセルするに
至っている。2024年大会への市のオリンピック招致
を計画するために設立した非営利団体であるボスト
ン2024は、2年間に及ぶ2024年オリンピック大会へ
の2つの継続的な招致を展開させた。米国オリンピッ
ク委員会は最初の招致計画である招致1.0に基づい
て公式の米国候補都市としてボストンを選択する決
定をした。最初の招致を開発する際に用いた計画プ
ロセスに対する主要な地元の批判に応えるため、ボ
ストン2024は第二の招致計画である招致2.0を準備
した。米国オリンピック委員会は、ボストン市民の
多くが招致を支持していなかったことを認識したこ
となどに基づいて、最終的にボストンの選出を取り
下げることとなった。
わたしたちは2年間に及ぶプロセス全体を検討し

てきた。わたしたちはまず、第二の招致である招致
2.0におけるボストン計画プロセスをめぐる政治環
境が、最初の招致である招致1.0をめぐるそれとど
のように異なるのかという問いを立てた。第二に、
地元の政治環境における変化に対応するために、ボ
ストン2024が招致2.0を準備する際になぜ、そして
どのようにそのアプローチを変更したのかを問う
た。
第一に、ボストンにおける権力がグローバルなス

ポーツ産業から地元の利害関係者に移行したことを
結論する。それはボストン2024がオリンピック招致
を準備した背景の変化である。第二に、招致1.0で
はボストン2024が「メガ・イベント戦略」を追求して
いたことを見出した。それはオリンピック招致がエ
リート主導の傾向があるというBurbank et al.（2001）
の見方と、公共部門が常に財政的リスクを仮定する
というMüller（2015）の洞察を支持している。メガ・
イベント症候群への民衆の不満に対応するために、
ボストン2024は第二のオリンピック招致計画におい
て3つの移行を試みた。第一に、この組織はエリー
ト主導のプロセスから、最初の招致では無視してい
た多様な利害関係者を取り込むものへと移行した。
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わたしたちは、ボストン2024がその招致計画の取り
組みの最初から多様な利害関係者を取り込んだ計画
の取り込みを追求することは、計画プロセスから地
元のエリートを除外するかもしれないと感じた。わ
たしたちは最終的な結果が異なるものになるかどう
かを知る由もないが。第二に、ボストン2024は招致
の焦点を、先見的で包括的なレガシー計画から、特
殊なボストンの開発問題に目標を定めた地元の総合
的な計画の取り組みにイベント計画を調整するよう
なものへと移行した。この移行は、潜在的な地元の
レガシーの長期的価値を多くの利害関係者が確証す
るには遅すぎはしたが、エリート主導の招致提言を
悩ませていた非現実的でユートピア的な設計への強
調を軽減した。第三に、ボストン2024は実際のイベ
ント費用と納税者が支払わなければならない最終的
な支出の隠蔽から、招致を支持するために仮定され
る財政的リスクを同定する透明な予算へと移行し
た。しかしながら、ボストン2024による最初の秘密
主義的なアプローチによって生み出された不信は、
この新しいアプローチを克服する以上に大きかっ
た。
ボストン2024の計画プロセスは、計画の開始から
意味のある形で多様な利害関係者を取り込むことを
要求するような近年の都市計画実践の最善の特徴を
示すものではなかった。招致1.0から招致2.0の間の
計画の移行は、地元の利害関係者に判断を許し、ボ
ストンのオリンピック招致に最終的に反対すること
となったが、ボストン2024のアプローチでなされた
変化は、遅すぎ、十分でもなかった。招致2.0のプ
ロセスは意味のある市民参加、地元のレガシー、そ
してオリンピック費用との地元の関与を十分に解決
するものではなかった。わたしたちはボストンの招
致がその最初の公表後、公的支援を減少させてきた
ことが、最終的に米国オリンピック委員会がこの都
市の選出を撤回することを強いることになったと結
論する。しかし、わたしたちはこのことに別の力も
はたらいていることを認識している。米国オリン
ピック委員会の政策はその結果にも影響する。すな
わち、オリンピックの諸組織は都市に対して招致に
関わる独自の情報を開示することを求めないし、地
元の計画や開発の必要に対する意味のある貢献をな
すイベントの価値よりもむしろ、一つの候補地を選
ぶことによるオリンピックと国際的なレガシーに優
位を与えるのだ。
メガ・イベント招致の追求に関心のある都市は、
市民参加の推奨、地元の利益、透明な計画によるメ
ガ・イベント招致という新しい国際的風潮を採用し

なければならない。都市計画者はこうしたプロセス
全てを促進させ、メガ・イベント招致プロセスにお
ける長期的な問題への対処を助けるような招致の開
発に必要となる技術と経験を有している。もちろん、
都市計画者を意味ある形で取り込むような完全なる
市民参加のプロセスが招致を成功へと導くという保
証はない。わたしたちは幅広い利害関係者との開か
れた対話を通じて開発された招致が、予期された利
益とレガシーとを計画し、生産するような形で実施
されることが最も好ましいと提議する。
熱望的な候補都市は、各国のオリンピック委員会

およびIOCが地元の招致に影響を与えるように政策
を変更させるように交渉するべくテコ入れをするよ
うにわたしたちは感じている。オリンピック・ブラ
ンドが近年苦しんでいるのは、いくつかの招致の取
りやめ、悪い報道、多額の望まれないレガシーなど
が原因である。今日、各国のオリンピック委員会と
IOCが新しい国際政治的風潮を反映して招致のあり
方や選出政策を見直し、納税者の資金を多額の財政
的損失にあてることを多くの都市が望まないという
状況において、招致都市側はよりよい立場にある。
IOCと各国のオリンピック委員会がメガ・イベント
招致の提案の形成に幅広い利害関係者が関わること
を許容する取り組みによって、意味のある透明な計
画をかれらと取り結ぶよう、都市側は主張すべきで
ある。都市側はまた、これらの組織が費用超過と予
算不足を共有するよう、その関与を要求すべきでも
ある。
メガ・イベントは巨大な誇大広告を生み出す。こ

れらのイベントのための計画は伝統的に、都市計画
者や利害関係者のほとんどを含まず、そのプロセス
において財界と政界のエリートによって遂行されて
きた。驚くことではないが、こうしたプロセスはし
ばしば地元の必要や開発計画のプロセスとは矛盾し
ている。その招致プロセスに都市計画者を含めるこ
とは、幅広いその他の利害関係者に意味のある望ま
れるレガシーを残すことなく、地元の納税者に大き
な費用を課す一方で、少数の利害関係者に利益をも
たらすような非現実的な招致へと都市が関わること
を防ぐ助けとなるということをわたしたちは結論す
る。
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注

1） 物価上昇率については2016年の米ドルで調整している。
2004～ 2020年までの大会（招致期間は1996～ 2013年）に
対する37の招致文書の数値を計算した。データはスイス
のローザンヌにあるオリンピック研究センターから得た
ものである。

2） 会合への参加者数には数字が割り当てられた。各番号は
マイクで1～ 2分間の発言が許可され、番号を受け取る
唯一の方法はボストン2024の市場調査に協力すること
だった。

3） 「ハッカソン」とは「典型的には数日間続く、共同のコン
ピュータ・プログラムに取り組むために多くの人々が参
加するイベントである」（日付なし、オックスフォード
事典）。「シャレット」は「問題を解決したり、何かの設計
を計画したりするために協同で労力を提供する公的な会
合やワークショップである」（日付なし、オックスフォー
ド事典）。

4） インタビューの前に、わたしたちはインフォームド・コ
ンセントを求めた。インタビューは録音され、その書き
おこしはインタビュー対象者に送られ、回答の正確な再
現と表現された意見の確認を行った。

5） わたしたちの研究アプローチは、提出された研究プ
ロジェクトの倫理的コンプライアンスを示した内部
監査委員会（IRB）の適用（ミシガン州立大学内部監査
委員会No.x13-451eおよびブラウン内部監査委員会
No.1509001337）をいずれも通過している。
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訳者解題

第一著者のカッセンズ―ヌーアはミシガン州立大
学の計画・設計・建設学部で都市・交通計画を専門
としている。成瀬（2020a）で紹介したように、オリ
ンピック関連の業績があり、ブラジル出身の地理学
者Gaffneyとの共著論文もある。Kassens-Noor（2012）
は1992年バルセロナ大会から2016年リオデジャネイ
ロ大会まで、6回の夏季オリンピック競技大会を扱っ
たものである。
第二著者のロアマンの専門は、「メガ・イベント、
メガ計画の政治経済学を研究している都市地理学者」
とある。研究業績をみると、主要な地理学雑誌に次々
と論文を載せている若き先鋭という印象を持つ。
私が国内外のオリンピック研究のレビュー論文

（成瀬 2020a, 2020b）で示したように、日本のオリン
ピック研究との格差を感じざるを得ない。日本のオ
リンピック研究は、立候補ファイルやレガシー計画
などの公式文書、メディアによる報道など、誰でも
入手できる資料の詳細な分析には長けている。新国
立競技場の建て替えに伴う立ち退きに関しては、当
事者への調査や当事者に近い立場の者による発信な
どもあったが、研究者が足で稼いだ調査に基づく研
究は貧弱だといわざるを得ない。
東京による今回のオリンピック開催に向けた招致
運動はボストンよりも早い時期だが、その招致プロ
セスに市民の声は一切活かされていない。本論文で
説明されているように、ボストンでの反オリンピッ
ク運動は最初の招致計画が公表された時点で組織さ
れている。私が知る限り、2020年東京大会でも反オ
リンピックの団体がいくつか組織されているが、残
念ながらその設立時期は遅い。東京による招致活動
は2016年大会からであるから、その立候補の締め切
りである2007年の時点で東京のオリンピックへの立
候補は正式な形となっていた。日本での反対運動は
招致への反対ではなく、開催への反対運動と、後手
に回っている。現在ウェブサイトで私が確認した限
りで、日本で2020年東京大会に反対している団体は
2つある。Facebookやtwitterなどを中心に活動する「反
五輪の会NO OLYMPICS 2020」は、そのtwitterアカウ
ントを2013年2月に取得しており、東京での2020年
の開催決定の2013年9月以前に活動が開始されたこ
とが分かる。自らのウェブサイトを持っている「2020
オリンピック災害」おことわり連絡会（通称：東京オ
リンピックおことわリンク）は設立時の宣言文の日
付が2017年1月となっている。
学術における動きの遅さも、反省の意も込めて指

摘しなければならない。東日本大震災や新型コロナ
ウイルス感染拡大に対して学術界は素早い反応を示
していたのに対し、東京オリンピックに関しては傍
観していたという印象が否めない。成瀬（2020b）で取
り上げた文献のなかで、2007年から2013年までに発
表されたものは少ない。2007年に町村敬志による先
駆的な論文が発表されていたにもかかわらず、それ
に追随するものはあまり出ていない。小澤孝人や金
子史弥による2012年ロンドン大会に関する論考はあ
るが、両者とも開催推進派である。石坂友司のみは、
この時期にも一貫して批判的な態度でオリンピック
研究を続けている。ただ、「賛成すること／反対する
ことだけがオリンピックやパラリンピック、スポー
ツへの向き合い方ではない。」（石坂 2020: 32）と、そ
の態度は研究者特有なものだともいえる。
一つだけ明らかなことはこの編著の副題が示して

いるように、日本の研究者の多くが日本社会の旧態
依然の体制を批判していることである。本論文の著
者が都市計画に携わる人物ということが重要であ
る。かつて都市計画家はトップダウン方式で机上の
理論を地図上に示してきたが、現在の計画者はまち
づくりという名の下にボトムアップ方式で行政と住
民との交渉役に徹していると思われる。それだけで
なく、パブリックコメントの募集など、行政も徐々
に市民や国民の声を受け付ける仕組みは作られてき
ている。一方で、いまだ市民や国民どころか、野党
の声や科学者の声にも耳を傾けようとしない中央・
地方政府のあり方については、日本の研究者も批判
をしている。
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